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農産物知的財産権保護ネットワーク 

（事務局：長野県農業試験場知的財産管理部） 

 

「インターネット販売における育成者権侵害行為の防止」に関する要望について 

 

 貴社ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。日ごろより農産物知的財産権保護

ネットワークの活動にご協力いただき、ありがとうございます。 

当ネットワークは、全国の都道府県等により構成され、国内外における農産物の知的

財産権の保護を目的に活動しております。 

 

農林水産省に品種登録された植物新品種（登録品種）には、著作権や商標権と同様に

種苗法に基づき知的財産権（育成者権）が付与されます。育成者権者の許諾なしに登録

品種の種苗を増殖して譲渡する行為や、登録品種名称を偽って他の品種を譲渡する行為

は、種苗法で禁止されており、厳しい罰則も規定されています。 

 

 当ネットワークは、日ごろからネット販売における育成者権の侵害行為を監視し、当

該行為を発見した際は、注意勧告とともに出品物の停止を利用者に求めております。 

しかしながら、ネット販売における個人出品者や中小の販売事業者が増加する中で、

侵害行為が後を絶ちません。原因として、知的財産権としての「育成者権」が出品者に

認識されていなかったことが考えられます。 

 今後、ネット販売における育成者権の侵害行為が発生しないよう、貴社の利用規約や

禁止する出品物について「育成者権」を明記するとともに、利用者への周知を行ってい

ただくなどの対策を取られるよう、強く要望いたします。 

また、育成者権者から権利侵害の報告を受けた際には、該当する出品物の削除と利用

者への再発防止の警告を迅速に行っていただくよう強く要望します。 
 

《農産物知的財産権保護ネットワークに参画し、今回の要望を行う都道府県等》 
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